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自治体の臨時・非常勤等職員の雇用安定と労働条件に関する要請書

　貴職の労働行政における諸施策に敬意を表します。

　今日、自治体に働く臨時・非常勤等職員は60万人を超えており、その多くは、保育、学童保育、児童虐待対応、ＤＶ対応、図書館司書、給食調理業務、消費生活相談、窓口事務などの住民と接点のある職場で、基幹的かつ継続的労働力として、住民サービスの最前線で職務にあたっています。今や、自治体の臨時・非常勤等職員の存在なくして地域の公共サービスの提供は成り立ちません。

　しかし、自治体の臨時・非常勤等職員には、解雇の制限に関する法の遵守がなく、職務が継続して存在しているにもかかわらず一方的な雇い止めを行い、労働者の入れ替えを行うような働かせ方が横行しております。また、パート労働法は、地方公務員には適用除外のため、均等待遇の原則が自治体で働く臨時・非常勤等職員にはとられていません。自治体の臨時・非常勤等職員には守られるべき法律がなく、法の谷間で働く労働者となっているというのが現状です。

　こうした状況にある自治体の臨時・非常勤等職員の労働者としての基本的なワークルール確立にむけ、その労働の実態をふまえた上での法整備や監督行政などを求めて、以下のとおり要請します。

記

1.　自治体の臨時・非常勤等職員に対して、雇用者側の一方的な理由による雇い止めが頻発している問題を直視し、臨時・非常勤等職員の雇用の保護について関係省と協議し、対策を講じること。

2.　自治体の臨時・非常勤等職員にも、均等待遇の原則が適用されるよう、関係省と協議し、対策を講じること。
以上
